
 

「すべての原発を廃炉にしよう！」 シリーズ１５ 

 
原発から出る高レベル放射性廃棄物の処分方法で、内閣府原子力委員会（近藤駿介委員長）

は２７日、地下深くに半永久的に埋める最終処分（地層処分）計画を見直し、将来、廃棄物

を地下から取り出せる「暫定保管」へ転換を図るよう政府に求める提言案を示した。  
 現行計画は、原発の使用済み核燃料を再処理した後に残る高レベル放射性廃棄物をガラス

で固め、３０〜５０年間地上施設で冷ました後、金属容器に入れて地下３００メートル以深

の地層に数万年間埋める。 
 提言案は、従来の計画を「最新の科学的知見の反映や国民との認識共有の取り組みが不足

していた」と分析。その上で、数万年後の地層の安定性を保証する難しさや、将来より安定

した処分地や処分方法が見つかる可能性を考慮し、廃棄物を再び取り出して処分計画を後戻

りさせることも可能にする暫定保管について「必要性と意義を十分に評価すべきだ」とした。

現行でも、坑道をふさぐまでの数十年間は廃棄物の再回収・移送が可能だが、計画に明記さ

れていなかった。 
 また「国民との間で、原発で発生する高レベル放射性廃棄物について認識を共有する努力

が不十分だった」として、原発の「４０年運転制限」「新増設なし」を盛り込んだ政府の革新

的エネルギー・環境戦略を踏まえた場合に発生する高レベル放射性廃棄物の総量や処分面積

を試算して明示するよう求めた。ただし、廃棄物の発生量をあらかじめ決めて原発や再処理

工場の稼働を制限する総量規制には踏み込まなかった。 
 地層処分は、原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）が０２年から処分場の受け入れ自治体

を公募したが、０６年の高知県東洋町（後に取り下げ）以外に応募がなく文献調査すら未着

手。世界でも地層処分を始めた国はない。日本学術会議は今年９月、暫定保管や総量管理を

導入するよう原子力委に提言していた。 
 
 ◇高レベル放射性廃棄物 
 原発の使用済み核燃料からウランとプルトニウムを分離する再処理を行う際に残る廃液。

ガラスで固めた直後は表面温度２００度以上、放射線量は浴びると２０秒で死ぬ毎時１５０

０シーベルトに達し、天然ウランと同程度の線量に下がるまで数万年かかる。０９年時点で

１６９２本のガラス固化体が青森県六ケ所村や茨城県東海村で保管されている。政府は福島

第１原発事故前には、２０年末に約４万本に増えると見込んでいた。 
（１１月２７日「毎日新聞」より） 

 


